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〔継続事業分〕

委員会からの提言： 県の対応方針：

付帯意見：

土地改良法第2条第2項

[事業目的及び全体計画]　※　[　]は事業採択（H20) [事業に関する社会経済情勢]　(特記すべき事項)

(1)　事業目的 (1)　現在の状況

(2)　変化の有無 有　・　無

(3)　変化の内容

(2)　全体計画

(4)　地域の協力体制

[事業に関連する評価指標等]
(1)主要な評価指標の変化

[整備の状況]
(2)その他特記すべき事項

特になし

[事業実施上の課題や問題点、今後の事業見通し] [環境への影響等]
希少野生動物の情報に基づく対応

実施　・　未実施

(1)環境への影響内容とその対応

みなし執行額＝全体事業費／全体工期×経過年数＝731百万円／12年×7年＝426百万円
みなし進捗率＝これまでの投資事業費計／みなし執行額＝392百万円／426百万円＝92.0％

（≧70％) (2)その他特記すべき事項
[関連事業の進捗状況] 特になし

評価実施時 増減（＋－）

評　　価

[ (　22　) ]
(　10　）

県731

その他( 整備延長 )

平成27年度事業別評価調書（チェックリスト)

評　　価 Ａ、　　　Ｂ、　　　Ｃ

農林水産部
農村基盤整備課

事業根拠法・要網等の名称

評価指標

前回(平成
年度)評価時
の対応方針

西郷南部Ⅱ期　水路工　L=7,954m　　(未採択)

工事着手年度 H21

(1) (5)

(うち用地費)

評価の対象となる理由 第１項第５号：計画変更を行おうとする事業

事
　
業
　
の
　
進
　
捗
　
状
　
況

進捗率 事業費ベース 53.6％

これまでの
投資事業費
合　　　　計 ～24年度 27年度

左の財源内訳
又は負担割合 25年度 26年度

国

事
　
業
　
の
　
概
　
要

事
業
費

（
百
万
円

）

その他

H20

用地費ベース 50.0％

Ａ、　　　Ｂ、　　　Ｃ

完成目標年度

　水路工事において、詳細現地調査の結果から現施設を利用した計画の実施が困難である事、住宅近接区
間で工期の短縮を図る必要が生じた事、水路拡幅のための用地買収が困難である事などから、設置する水
路の見直しを行う必要が生じたため、事業費が増額となった。
　平成26年度迄に詳細現地調査を終え、今後は大きな事業費の変動は見込まれないことから、今後も計画
的な事業進捗を図ることとする。

(　20　）

全体事業費

事業の採択年度

392 80 75 60

担当部（局）
課名西郷

にしごう

南部
なんぶ地区名

(事業箇所名)

補助

単独
整理番号 205 事業名

復興再生基盤整備事業(農地防災事
業（農村地域環境保全整備事業）)

関　　　係
市町村名 西白河郡西郷村

受益面積　A=211.7ha［219.4ha］

50/100

　本地区の用排水路未整備区間は、断面不足による浸水被害が解消されず、生産・生活の基盤に大きな
影響を及ぼしていることから、地域の総合的な安全度の向上を図るための早期改修が強く望まれている。

　用排水路近接地の宅地化が事業採択時と比較しても進んでいることから、浸水被害防止対策の重
要度が増している状況にある。

   本地区では、地域農家が施設の草刈り等を行い、維持管理に努めている。また、かんがい期につ
いては、用水世話人が施設の見回りを行い災害の未然防止に努めている。

被害想定（人家・事務所）

被害想定（農作物浸水）

281戸・９棟 332戸・47棟 51戸・38棟

214.4ha 207.1ha △7.3ha

29/100
21/100

-

備考事業採択時

　｢ふくしまレッドリスト情報管理要領｣に基づき工事実施箇所における希少種の存在の有無を確認
し、希少野生動物がいないことを確認している。
　なお、工事にあたっては水路下流側へ沈砂池を設置し、水質汚濁及び土砂流出防止に努めるなど
環境への配慮をしている。

事
　
業
　
を
　
巡
　
る
　
社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
勢
　
等
　
の
　
変
　
化

47.6％

[H26]

市町村

H21用地着手年度

(8) (1)

H31

237

これまでの年度別投資実績（27年度は見込額である。）

　本地区の用排水路については、近年の気象状況変化や農地の宅地化進行及び山林開発等
によって雨水を一次貯留する機能が低下したため、水路を流下する水量が増大している。
　また、現施設の老朽化により重大な浸水被害を発生させる危険性を増大させている。
　さらに、ため池についても現施設の老朽化により災害の危険性を増大させている。
　　このため、本事業により地域の総合的な安全度の向上と地域環境の一体的な整備を行い、
浸水被害等の未然防止を図るものである。

    ため池工においては、平成23年度までにN＝１箇所を完了している。また、水路工においては、平成26年
度までにL=1,372.8m（H26迄完了延長/全改修延長=1,372.8/2,881.1=47.6%）を完了し供用を開始している。

水路工　L=3,493.9m［3,493.9m］（内、既設利用延長L=612.8m［370.8m］）
ため池工　N=１箇所［N=１箇所］

［376］
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〔継続事業分〕

平成27年度事業別評価調書（チェックリスト)
【地元住民・受益対象者の意向】 【計画変更の必要性】

(1)　事業採択時の状況 (1)　必要性の有無 有　　・　　無

(2)　計画変更の理由及び内容

(2)　評価実施時の状況

【関係機関・団体の意向】

(1)　事業採択時の状況

【代替案立案の可能性】 【コスト縮減の取組等(特記すべき事項)】

(2)　評価実施時の状況

【総合評価と対応方針案】

(1)　総合評価

【費用対効果分析等】

 (2) 費用対効果の変化（西郷南部地区全体として分析）

［事業採択時（平成20年度)時］ ［今回分析］ (2)　対応方針及び今後の事業の進め方

投資効率＝妥当投資額／事業費  総費用総便益比＝総便益額／総費用

【費用の変化等で特記すべき事項】

百万円

百万円 （設置する水路の変更などに伴う増額） (3)　事業見直し継続、休止、中止する場合の対応

百万円 （諸経費率増などに伴う増額）

百万円

百万円

【需要効果の変化等で特記すべき事項】

国の通達に基づく費用対効果分析方法の変更

平成27年度に計画変更を行うこととする。

対応方針案 見直し継続

西郷南部地区全体として、H27年度に土地改良法に基づく計画変更手続きを行い、
可能な限りコスト縮減に努め、目標年度までの完了を目指す。

30

請 差

B/C＝

そ の 他

　本計画は既存施設の改修を行うことで、災害を未然
に防止することが目的であるため、代替案は考えられ
ない。

　再生材の使用によりコスト縮減に努めている。

　本地域においては、用排水路近接地の宅地化が進行しており、浸水被害未然防止を図るための整
備を行う必要性がより高まっている。
　さらに、計画的な事業実施によって目標年度（平成31年度）に完了できる見込みがあるため、計画
を見直した上で継続して事業を実施する必要がある。

(1) 手　法
　　土地改良事業における経済効果の測定方法について
         採択時は（S60.7.1   60構改C第688号農林水産省農村新興局長通達）
         再評価時は（H19.3.28  18農振第1596号農林水産省農村新興局長通達）に基づく。

310

計 355

今後の事業の

地
元
住
民
・
受
益
対
象
者
及
び
関
係
機
関
の
意
向

評　　価 Ａ、　　　Ｂ、　　　Ｃ

　事業採択時より想定浸水被害範囲の宅地数が増加していることから、浸水被害防止対策の
重要度が増している状況にあるため、西郷村は未改修区間の早期完成を要望している。

Ａ、　　　Ｂ、　　　Ｃ

総
　
　
　
合
　
　
　
評
　
　
　
価

費
用
対
効
果
分
析
等
の
要
因
の
変
化

計
画
変
更
の
必
要
性
・
コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
立
案
等
の
可
能
性

2.10 (≧1.0)
3,295(百万円）

2,585(百万円） 12,322(百万円）

24

△ 9

工 法 変 更

自 然 増

進め方

1,226(百万円）
3.73= (≧1.0)

　水路改修済の区間においては浸水被害の軽減が図られていることから、地域住民は未改
修区間においても早期完成を要望している。

= B/C＝

評　　価

Ａ、　　　Ｂ、　　　Ｃ

　数年に一度、本地区の排水路において、断面不足のため越水し農作物及び人家等に損害を
与えていることから、未然に浸水被害を防止するため西郷村は本事業の早期完成を要望して
いた。

評　　価

　本地区の用排水路は通水断面が不足しており、大雨時には越水し、農作物及び人家等に多
大な被害を与えるばかりか、生産・生活の基盤にも大きな影響を及ぼしている状況であった。
　そのため、地域住民は地域の総合的な安全度の向上を図るために早期改修を要望してい
た。

　本地区の水路工事計画において、以下の内容により事業費が増額となり計画変更が必要となっ
た。
  ・現施設を利用した水路拡幅工事を計画していたが、買収困難な用地の存在が判明したため、水
路製品を新たに設置する必要が生じた。
　・現施設を撤去し新たに水路を設置する計画としていた区間については標準製品を用いて施工す
ることとしていたが、住宅地内での施工については工期の短縮を図るため、加工製品を使用する必
要が生じた。
　・現施設を利用した水路拡幅工事を計画していたが、詳細現地調査の結果、既設水路の利用が困
難であることが判明したため、水路製品を新たに設置する必要が生じた。
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様式２－３ 　　［継続事業分］

［位置図］及び［事業概要図］

平成２７年度事業別評価調書（チェックリスト）

平成２７年度事業別評価
復興再生基盤整備事業（農地防災事業（農村地域環境保全整備事業））　西郷南部地区　計画一般図

折口原地区

水路工L=1,370.5m

間の原地区

水路工L=2,123.4m

葭の目地区

ため池工 N=１式

葭の目地区堤体左岸から右岸を望む

折口原地区未改修区間 下流より上流を望む 間の原地区未改修区間 上流より下流を望む

葭の目地区標準断面図

【スケール】
1km

間の原地区標準断面図折口原地区標準断面図
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（別紙）

復興再生基盤整備事業（農地防災事業（農村地域環境保全整備事業））

[費用項目]

Ｃ①：当該事業による費用：当該事業費（工事費、測量試験費、用地費）

Ｃ②：その他費用：関連事業費＋再整備費-資産価額

[効果項目]

Ｂ①：営農経費節減効果

土地改良事業により現況の営農技術体系や経営規模等が変化することに伴って、作物生産に要する費用が増減する効果額を現在価値化した便益額

Ｂ②：維持管理費節減効果

老朽化し機能低下の著しい土地改良施設を改築して近代的な施設にすることにより、維持管理費用が増減される効果額を現在価値化した便益額

Ｂ③：災害防止効果

災害発生に伴う農作物、農用地、農業用施設等の農業関係資産、一般資産及び公共資産の被害が防止される効果額を現在価値化した便益額

[考え方]

総費用総便益比は、一定地域の範囲において評価期間（当該事業の工事期間＋40年）の下で必要な投資費用（総費用）とそれによって発現する総便益を対比する

ことで測定する。

この総費用総便益比が、１．０以上であれば土地改良法施行令第2条第3項の「すべての効用がそのすべての費用を償うこと」を満足する。

計算

費　　　用　　　対　　　効　　　果　　　分　　　析

総便益額　B

総費用　C
＝

Ｂ①　＋　Ｂ②　＋　Ｂ③　

Ｃ①　＋　Ｃ②

※各項の数字の算出根拠等については別添資料とする。

（※単位：百万円）

(-5,226)+(-738)+18,286

1,669+1,626
＝ 3.73
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